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長期的水需給計画基本計画
項 目 内 容 備 考

① 目標年次 平成27年度

② 地区内人口 520,700人 松山市域全体 524,100人のう
ち、中島地区3,400人を除く。

③ 地区内給水人口 518,300人

④ 水
需
要
量

一人１日平均給水量 310ﾘｯﾄﾙ

⑤ １日平均給水量 160,300ｍ3

⑥ １日最大給水量 188,600ｍ3

⑦

供
給
可
能
量

１日最大供給量 140,700ｍ3 渇水基準年；平成14年

内
訳

松
山
地
区

ダム 59,000ｍ3⑧

⑨ 地下水 73,700ｍ3

⑩ 北条地区 8,000ｍ3 地下水＋表流水

⑪
新規水源開発量新規水源開発量

（（11日あたり）日あたり）
48,00048,000ｍｍ33

188,600188,600－－140,700140,700

＝＝47,90047,900

≒≒48,00048,000



行政区域内人口
人口予測が実績と乖離している。長期的水需
給計画基本計画を見直すべきではないのか。

ÅE国立社会保障・人口問題研究所が、
平成20年度に推計した中位の将来人

口と、本市の基本計画で示す将来人

口では、目標年度である平成平成2727年度年度

で約で約11万万33千人千人の差が生じている。

ÅE１日の需要量に換算すれば約約44千立千立
方メートル方メートル程度でしかなく、直ちに、

計画の需要予測を見直すほどの差異

とは考えていない。

ÅE水道事業経営変更に伴う国の認可等
においては、最新の知見に基づく申

請が前提となるため、必要に応じて

計画値の検証を行うものと認識して

いる。
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水道普及率99.5㌫について
簡易水道などの統合・拡張の必要性はなく、
現在の約93㌫が妥当ではないか。

ÅE未だ水道が整備されていない北部の山間地域や水道の
隣接地域からは、統合・拡張を望む声が寄せられてい
る。

ÅE上水道への統合は、生活環境の改善や公衆衛生の確保
だけでなく、地震など災害への備えを強化するもので
あり、市民に公平にサービスを提供するのは行政の責
務である。

ÅEこうした上水道の恩恵を受けていない市民は3万人を
超え、未普及地域の解消のためにも日量約1万立方㍍
が必要と推計している。



水道普及率９９水道普及率９９..５㌫について５㌫について
給水人口＝給水人口＝518,300518,300人人

年年 度度 地域内人口地域内人口 上水道上水道 簡易水道簡易水道 専用水道専用水道 条例水道条例水道 未給水未給水

平成平成1616年度年度 505,213505,213 469,600469,600 12,75312,753 14,39414,394 3,8103,810 4,6564,656

平成平成2727年度年度 520,700520,700 518,300518,300 100100 00 850850 1,4501,450

増増 減減 15,48715,487 48,70048,700 ▲▲12,65312,653 ▲▲14,39414,394 ▲▲2,9602,960 ▲▲3,2063,206

人口増加人口増加 各水道統合各水道統合 30,00730,007人人 未普及解消未普及解消要要 因因



一人1日平均給水量310㍑について
近年の一人1日平均給水量の実績値は約300
㍑で推移しており計画値は過大ではないか。

ÅE需要予測については、家庭用水や都市活動用水別に、
核家族化など需要を押し上げる要因や節水機器の普及
などによる減量効果など、さまざまな要因を分析して
推計した。

ÅE近年の実績値のみを採用すると、ここ最近多発してい
る渇水のために減圧給水等によって供給面から需要を
抑制した影響が全く考慮されないことになる。

ÅE減圧給水や水使用の制限といった措置で市民生活等に
混乱を生じさせることのないように、安定した給水を
確保することは水道事業者の責務である。



一人1日平均給水量310㍑について
類似都市及び福岡市の平成21年度一人1日平
均給水量の実績値 （単位；㍑／人・日）

都市名 原単位

福 岡 市 ２８３

松 山 市 ２９１

長 崎 市 ２９２
旭 川 市 ２９９

高 槻 市 ３０１

豊 橋 市 ３０９
大 分 市 ３１１

浜 松 市 ３１５

高 松 市 ３２７
郡 山 市 ３２７

鹿 児 島 市 ３２８

姫 路 市 ３２８

福 山 市 ３３０

富 山 市 ３３１

函 館 市 ３３２

豊 田 市 ３３２

都市名 原単位

川 越 市 ３３３

秋 田 市 ３３４

東 大 阪 市 ３３７
宇 都 宮 市 ３４０

金 沢 市 ３４３

長 野 市 ３４４
下 関 市 ３５１

奈 良 市 ３６０

い わ き 市 ３６１
倉 敷 市 ３６１

高 知 市 ３６５

宮 崎 市 ３６６

岡 山 市 ３７１

岐 阜 市 ４１６

横 須 賀 市 ４２１

和 歌 山 市 ４３１

平成22年度 調査



類似都市及び福岡市の一人1日平均
給水量の計画値 （単位；㍑／人・日）

都 市 原 単 位
松 山 市 3 1 0 .0
高 槻 市 3 3 1 .0
鹿 児 島 市 3 4 3 .0
姫 路 市 3 4 9 .0
岡 崎 市 3 5 0 .0
新 潟 市 3 5 4 .0
福 岡 市 3 6 0 .0
長 崎 市 3 6 1 .0
大 分 市 3 6 4 .0
浜 松 市 3 7 0 .0
旭 川 市 3 7 2 .0
宮 崎 市 3 7 7 .3
富 山 市 3 8 6 .0
豊 橋 市 3 8 6 .0
高 松 市 3 9 0 .0
宇 都 宮 市 3 9 3 .0
川 越 市 3 9 7 .0

都 市 原 単 位
函 館 市 4 0 4 .0
岐 阜 市 4 1 3 .0
下 関 市 4 2 7 .0
和 歌 山 市 4 4 0 .0
東 大 阪 市 4 4 1 .0
豊 田 市 4 4 2 .0
福 山 市 4 4 2 .0
秋 田 市 4 4 5 .0
高 知 市 4 7 2 .0
岡 山 市 4 7 4 .0
奈 良 市 4 8 2 .0
い わ き 市 4 9 7 .0
倉 敷 市 5 1 4 .0
郡 山 市 5 3 4 .0
金 沢 市 5 3 6 .0
横 須 賀 市 5 4 8 .0
長 野 市 5 5 7 .0

平 均 4 1 9 .4平成17年度 調査



負荷率85㌫について
近年の実績値は約90㌫で推移しており、85㌫
は過小ではないか。

ÅE10年に1回の確率で発生する最大需要量に対応
するため、渇水の影響を受けていない過去10年
間のうち、最小値である85㌫を採用した。
ÅE近年多発している渇水により、減圧給水などに
よってピーク時の水需要量を供給面から抑制し

ているため、実績値のみに着目して水道施設整

備を進めると安定給水に支障をきたす。



負荷率85㌫について
渇水年を除いた過去10年間の最低値

項　　　目 平成2年度 平成3年度 平成4年度 平成5年度 平成6年度 平成7年度 平成8年度 平成9年度 平成10年度 平成11年度
負 荷 率 82.5 85 85.6 86.3 73.5 86.3 87.6 88.5 85.6 88.9
渇水 履歴 渇水
検討負荷率 － － － － － － 87.6 88.5 85.6 88.9

項　　　目 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
負 荷 率 87.9 89.5 87.4 90.1 90.4 91.8 90.4 92.5 89.3 93.2
渇水 履歴 渇水 渇水 渇水 渇水
検討負荷率 87.9 89.5 － 90.1 90.4 91.8 90.4 － － －

ÅE渇水年は給水制限など人為的に水使用を制限していることから、この年の負荷

率は過大あるいは過少となる恐れがある

ÅE計画負荷率は、渇水年を除いた過去10年間の負荷率の最低値を採用する。



類似都市及び福岡市の負荷率の
計画値 （単位；㌫）

都　市 負　荷　率
和　歌　山　市 88.0
宇　都　宮　市 85.3
松　山　市 85.0
高　松　市 84.4
郡　山　市 83.0
浜　松　市 83.0
福　岡　市 82.9
岡　崎　市 82.8
福　山　市 82.2
東　大　阪　市 82.0
姫　路　市 82.0
長　崎　市 81.4
豊　田　市 81.2
旭　川　市 81.0
岐　阜　市 81.0
豊　橋　市 81.0
函　館　市 80.8
川　越　市 80.8

都　市 負　荷　率
大　分　市 80.7
い　わ　き　市 80.2
徳　島　市 80.2
長　野　市 80.0
高　知　市 80.0
鹿　児　島　市 80.0
下　関　市 79.0
奈　良　市 78.0
秋　田　市 77.3
横　須　賀　市 77.0
堺　市 76.3
岡　山　市 76.0
富　山　市 75.9
宮　崎　市 75.0
高　槻　市 74.0
倉　敷　市 73.0
金　沢　市 70.0
新　潟　市 54.5

平成17年度 調査


